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共通指標（案）の検討

1）港湾行政の戦略プラン
2）指標の選定手順
3）アウトカムのフロー図
4）指標選定カルテ
5）試行事務所による共通指標（物流分野）への意見と対応案
6）共通指標（案）の選定
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1

国土交通省の使命
人々の生き生きとした暮らしと、これ
を支える活力ある経済社会、日々
の安全、美しく良好な環境、多様性
ある地域を実現するためのハード・
ソフトの基盤を形成すること。

国土交通省の使
命を実現するため

3.環境
循環型社会の構築など環境問題への対応

1.港湾を拠
点とする広
域的な静
脈物流シス
テムの構
築

2.港湾、
海域にお
ける良好
な環境の
形成

3.良好
な海洋
環境の
形成

4.廃棄
物処理
対策の
推進

づくり

3.港湾に
おけるテ
ロ等に備
えた保安
レベルの
向上

4.暮らし
賑わいのある港湾空間
の形成

2.効率
的、効果
的な交流
空間の形
成

効率性・透明性
効率的で透明性の高い行政の実現

　1.効率的・効果的な行政運営
　　①運営手続きの簡素化・迅速化
　　②コスト等縮減への対策
　2.国民に開かれた行政運営
　　①行政情報等の公開
　　②PIの実施総合静

脈物流
拠点港
（リサイ
クル
ポート）
の形成

静脈物
流ネッ
トワー
クの構
築

干潟等
の保
全・再
生・創
造の推
進

湾内
海洋
環境
の形
成

廃棄
物海
面処
分場
の整
備

広域廃
棄物処
分場
（フェ
ニック
ス）の
整備

スー
パー
フェ
ニック
ス事業
の推
進

廃船
理対
の推

港湾施
設の保
安対策

港湾施
設のユ
ニバー
サルデ
ザイン
化の推
進

旅客
船ター
ミナル
の整
備

臨港交
通施設
の整備

1.臨海部
へのアク
セス確保

国土交通省の基本的な目標
1.自立した個人の生き生きとした暮らしの実現（多様性と自由な選択）
2.競争力のある経済社会の維持・発展（国際競争力と時代潮流）
3.安全の確保（情報共有と国民の主体的行動）
4.美しく良好な環境の保全と創造（地球環境と美しい日本）
5.多様性ある地域の形成（個性と自立）

資料）「社会資本整備重点計画」、「国土交通省の使命、目標、仕事の進め方(H13.1)」などより作成

既存ス
トック
の有効
活用の
推進

港湾行政の使命
　  1.生き生きとした暮らし
　　2.活力ある経済社会
　　3.日々の安全
　　4.美しく良好な環境
　　5.多様性ある地域

国土交
人々の
を支える
の安全
ある地域
ソフトの

国土交通省の使
命を実現するため

1.活力
国際競争力の強化と国民生活の質の向
上に資する海上輸送サービスの確保・産
業空間の形成

1.国際海上
コンテナ輸
送の進展
に対応した
物流ネット
ワークの形
成

2.産業競
争力を強
化する多
目的国際
ターミナル
の拠点的
再配置

3.複合一
貫輸送等
に対応した
国内海上
輸送ネット
ワークの
形成

4.港湾及
び航路に
おける安
全と海上
輸送にお
ける信頼
性の確保

3.環境
循環型社会の構

1.港湾を拠
点とする広
域的な静
脈物流シス
テムの構
築

2
海

な
形

2.安全
安全で安心な地域づくり

1.地震時
等災害時
における物
流及び臨
海部防災
拠点機能
の確保

2.海上
レクリ
エーショ
ン活動
等の安
全性の
確保

3.港湾に
おけるテ
ロ等に備
えた保安
レベルの
向上

国際海
上コン
テナ
ターミ
ナルの
整備

情報
化、24
時間フ
ルオー
プン化
の推進

多目的
国際
ターミ
ナルの
整備

複合一
貫内貿
ターミ
ナルの
整備

臨港
交通
施設
の整
備

国際幹
線航路
の整備

総合静
脈物流
拠点港
（リサイ
クル
ポート）
の形成

静脈物
流ネッ
トワー
クの構
築

干潟
の保
全・
生・
造の
進

耐震強
化岸壁
等の整
備

プレ
ジャー
ボート
の係
留・保
管対策
の推進

沈廃船
処理対
策の推
進

港湾施
設の保
安対策

使
　
命

目
　
標

施
　
策

事
　
業

の実現

1）港湾行政の戦略プラン

昨年度に検討
した分野

今年度から今年度から
新たに指標を新たに指標を
検討する分野検討する分野
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2）指標の選定手順

「安全」、「環境」、「暮らし」分野の供用段階におけるインプット、活動（アクティビティ）、アウトプット、
アウトカムといった要素間の関係を線でつなぐことにより、成果達成のための道筋や手順を明らか
にするためにロジックモデルを作成。

行政の効率化や国民等への説明責任の履行に資するアウトカム、特定の施策や事業等が目指す
結果を表すアウトカムなどを選出。

アウトカムの達成度を的確に測定できる指標の候補をいくつか選出。
◆共通指標・・・港湾行政として把握し戦略的に活用できる情報や競争原理による比較目標の明確化などを目的と
した全国共通の指標。
◆独自指標・・・事務所や管内港湾の課題解決に向けコントロール性等を考慮しつつ、事務所が独自に設定する指
標。

アウトカムへの寄与度やデータの収集性、長所や短所などを鑑み指標候補（案）を選出。

（１） 「物流」分野以外のアウトカムのフロー図（ロジックモデル）（１） 「物流」分野以外のアウトカムのフロー図（ロジックモデル）

（２）アウトカムの選出（２）アウトカムの選出

（３）アウトカムに関わる指標候補（案）の選出（３）アウトカムに関わる指標候補（案）の選出

（４）指標（案）の選定（４）指標（案）の選定



3-1）「安全」分野のアウトカムのフロー図（案）

耐震強化岸壁の
整備

防波堤の整備

プレジャーボート
の係留・保管対策

の推進

航路、泊地の整
備

港湾施設の
保安対策の実施

防波堤の供用

・防波堤の延長

耐震強化岸壁の
供用

・耐震強化岸壁数

災害時等のコンテ
ナ等通常貨物の

輸送

・耐震強化岸壁の整備率

・災害時のコンテナ輸送可能

量

湾内静穏度の
向上

・湾内静穏度

災害時における
国民の暮らしや産

業活動の維持

・経済活動の影響低減額

・港湾における緊急物資

供給可能人口カバー率

安全で安心な地
域づくり

・災害による被害額

・港湾の安心度

・周辺住民の緊急物資

供給に対する安心度

イ ンプット／

アクティビティ
アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

国

管

国

管

管

国

管

3

A

C

D

E

F

1 -1

3 -1

4 -1

4 -2

2 -1

1 -4

効率的・効果的な
行政運営の実現

国民に開かれた
行政運営の実現

・行政運営費削減率

・職員満足度

・残業時間短縮率

・省エネ対策実施件数

・業務改善提案件数

・広報活動参加人数

・見学会の参加人数

・HPアクセス件数

・新聞掲載件数

・情報公開件数

・見学会の実施件数

行　政　の　効　率　性 行　政　の　透　明　性

2 -9 3 -2
管

国 ・・・国（国土交通省港湾局、地方整備局等）

・・・港湾管理者

【凡例2】（関係主体）

行 ・・・関係行政機関

国

管

災害時等の緊急
物資等の輸送

・耐震強化岸壁の整備率

・緊急物資の輸送量

・港湾による緊急物資供給

可能人口

・緊急物資の海上輸送ルー

ト耐震化率

3 -2

被災地の復興を
支える防災拠点

機能の確保

・復興支援の物資輸送量

・防災拠点緑地における

緊急物資の荷捌可能量

3 -3

津波や高潮等に
よる被害の軽減

・津波や高潮等による

被害発生件数

・防護面積

3 -6

臨海部の生命・財
産の保護

・防波堤による臨海部の

生命・財産の保護額

港湾区域内の適
正な水域の実現

・湾内海難事故発生件数

・船舶が安全に着岸でき

る岸壁の割合

3 -7

マリーナ、ボート
パークの整備

・係留・保管可能隻数

1 -5

暫定係留施設
の設定

・係留・保管可能隻数

1 -7

プレジャーボート
の適正な係留・

保管

・係留・保管席数

・係留・保管施設利用率

・港湾におけるプレジャー

ボートの適正な係留・保管率

・港湾区域内に放置された

船舶の減少数

2 -2

航路、泊地の供
用

・航路、泊地の整備率

1 -8

埠頭保安規程の
承認

・埠頭保安規程を承認されてい

る公共埠頭の割合

・対応バース数

・保安基準を達成した施設の割

合

1 -9

港湾施設の保安
レベルの向上

・港湾施設の保安レベ

ル

2 -3

船舶に対するテロ
事件等の防止

・船舶に対するテロ発生件数

・港湾におけるテロ発生回数

3 -8

港湾施設に対す
るテロ事件等の

防止

・港湾施設に対するテロ

発生件数

3 -9

4 -3

船舶の安全な
航行の実現

・海難事故発生件数

・船社の航行満足度

4 -4

安全な港湾空間
の実現

・港湾施設の安全度

港湾の津波対策
の推進管

国 港内流出物対策
施設の供用

・フェンス設置延長

港湾機能の確保

・流出対策面積

避難施設の供用

・設置箇所数

津波に対する被
害の低減

・避難可能人数

1 -2

1 -3

3 -4

3 -5

放置等禁止区域
の指定

・放置等禁止区域指定港数

1 -6

B

【凡例1】

・図中の□の下は指標例
（※赤字・・・今回採用する指標
　　青字・・・政策チェックアップ指標
　　黒字・・・その他の指標）

国民への説明責任、行政の透明性などに
資する重要なアウトカム／アウトプット

・・・

行政の効率化に資する重要なアウトカム／

アウトプット
・・・



3-2）「環境」分野のアウトカムのフロー図（案）

リサイクルポート
の形成

干潟等の保全・再
生・創造対策の

推進

湾内の海洋環境
対策の推進

廃棄物海面処分
場の整備

干潟等の保全・
再生・創造対策

の
実施

・干潟等の保全面積

・干潟等の再生面積

リサイクルポート
の供用

・リサイクルポート指定港数

・リサイクルポートの総面積

・リサイクルポートのバース数

・リサイクルポートの供用岸壁

の延長

マルチモーダルの
推進

・モーダルシフト化率

・内航海運による循環資源

の輸送機関分担率

・DID地区の港湾関連車両

の交通量

CO2の排出削減
による地球温暖

化の防止

・CO2削減量

・CO2削減率

・港湾におけるCO2及びNox

の削減量

・沖待ち解消によるCO2排出

削減量（率）

・陸上電源供給による

CO2(SO2,NO2)排出削減量

（率）

循環型社会の構
築など環境問題

への対応

・廃棄物のリサイクル

率

国民の環境満足度

イ ンプット／

アクティビティ
アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

国

管

国

管

4

A

C

E

F

1 -1

3 -2 4 -2

4 -31 -3

効率的・効果的な
行政運営の実現

国民に開かれた
行政運営の実現

・行政運営費削減率

・職員満足度

・残業時間短縮率

・省エネ対策実施件数

・業務改善提案件数

・広報活動参加人数

・見学会の参加人数

・HPアクセス件数

・新聞掲載件数

・情報公開件数

・見学会の実施件数

行　政　の　効　率　性 行　政　の　透　明　性

2 -9 3 -2

管

国 ・・・国（国土交通省港湾局、地方整備局等）

・・・港湾管理者

【凡例2】（関係主体）

行 ・・・関係行政機関

国

管

循環資源の
輸送コスト低減

・循環資源国内輸送コスト

低減率

・循環資源の陸上輸送距離

の短縮

・循環資源の陸上輸送コス

トの低減

・循環資源の海上輸送コス

トの低減

3 -1

良好な港湾環境
の形成

・渡り鳥の数、種類

・底生生物の数、種類

・水質環境レベル

海面における
廃棄物の受入

・海面における廃棄物受入量

・可能な限り減量化したうえで

海面処分場でも受入が必要

な廃棄物の受入

3 -3

湾内汚泥の浚
渫・覆砂、浮遊ゴ

ミ・
油の減少

・湾内の汚泥浚渫量

・湾内の覆砂量

・湾内の浮遊ゴミ回収量

・湾内の油回収量

・港湾区域の浮遊ゴミ、油の回収

量

・環境配慮型港湾施設の延長

（率）

・シーブルー事業により新たに創

出される良好な水際線の長さ

1 -5

閉鎖性海域にお
ける豊かな生態

系
の再生

・湾内青潮等発生期間

の短縮

2 -5

廃棄物海面処分
場の供用

・廃棄物海面処分場受入可能

量

1 -6

4 -4

良好な海洋環境
の形成

・海洋生物の量、種類

・水質環境レベル

船舶による循環
資源の輸送の実

現

・循環資源の海上輸送量

・船舶による循環資源の輸送

隻数

・循環資源の海上輸送率

2
-1

港湾を核とする
静脈物流システ

ム
の構築

・循環資源のリサイクル

ポート利用率

・リサイクルポートにおける

循環資源の取扱量

・リサイクルポートにおける

リサイクル企業数

・リサイクルポートにおける

リサイクル施設立地数

・リサイクルポートにおける

リサイクル施設立地面積

4 -1

港湾、海域におけ
る豊かな生態系

の
再生

・失われた湿地や干潟のう

ち、回復可能な湿地や干

潟の中で再生したものの

割合

2 -2

国

管

4 -5

内陸部の良好な
生活空間の形成

・内陸部の生活環境へ

の満足度

親しみやすい
みなとの形成

2 -3

港湾空間におけ
る

自然環境の再生 2 -4

・都市部における水と緑

の公的空間確保量

・生物多様性の確保に資する

良好な樹林地等の自然環境を

保全・創出する公園・緑地

港湾緑化の推進 港湾緑地の整備

・港湾の緑化率

・港湾緑地面積

国

管 D 1

-4

環境に配慮した
港湾物流の推進

環境に配慮した
港湾物流の実施

国

管 B 1 -2

・陸上電源供給施設の設置数

・臨港道路の延長

・ターミナル延長

【凡例1】

・図中の□の下は指標例

（※赤字・・・今回採用する指標
　　青字・・・政策チェックアップ指標

　　黒字・・・その他の指標）

国民への説明責任、行政の透明性などに

資する重要なアウトカム／アウトプット
・・・

行政の効率化に資する重要なアウトカム／

アウトプット
・・・



3-3）「暮らし」分野のアウトカムのフロー図（案）

港湾施設のユニ
バーサルデザイン

化の推進

旅客船ターミナル
の整備

臨港交通施設の
整備

旅客船ターミナル
の供用

・旅客船バースの整備率

港湾施設のユニ
バーサルデザイン

化の実現

・港湾施設のバリアフリー

化率

・視覚障害者誘導用ブロッ

ク整備率

・旅客ターミナル内における

情報提供施設設置率

賑わいのある港
湾空間の形成

・みなとの賑わい度

（来訪者数・滞留時間等）

・海やみなとで活動するNPO

等の団体数

・市民・NPOが支える港湾関

連の施設数

・臨海部に立地する工場数

イ ンプット／

アクティビティ
アウトプット 中間アウトカム 最終アウトカム

国

管

国

管

5

A

B

C

1 -1

1 -2

効率的・効果的な
行政運営の実現

国民に開かれた
行政運営の実現

・行政運営費削減率

・職員満足度

・残業時間短縮率

・省エネ対策実施件数

・業務改善提案件数

・広報活動参加人数

・見学会の参加人数

・HPアクセス件数

・新聞掲載件数

・情報公開件数

・見学会の実施件数

行　政　の　効　率　性 行　政　の　透　明　性

2 3

管

国 ・・・国（国土交通省港湾局、地方整備局等）

・・・港湾管理者

【凡例2】（関係主体）

行 ・・・関係行政機関

臨海部へのアク
セス確保

・臨海部へのアクセス手

段数

・臨海部へのアクセス接

続方面数

・臨海部へのアクセス短

縮時間

臨港交通施設の
供用

・アクセス手段数（モード数）

・臨港交通施設延長

1 -3

全ての人に優し
い

港湾空間の形成

・港湾施設利用者満足度

・１日当たりの平均利用者数

が5,000人以上の旅客施設、

その周辺等の主な道路、不

特定多数の者等が利用する

一定の建築物及びバリアフ

リー化の割合

・苦情件数減少率

2 -1

背後圏からの
アクセスの確保

・最寄りの鉄道駅距離数

・駐車場収容台数

・アクセス短縮時間

・アクセス接続方面数

2 -3

国

管

旅客船の寄港

・旅客船の寄港回数

・旅客船就航方面数

・クルーズ船の寄港回数

・外航クルーズ船寄港数

・旅客船からの観光客上陸人

2 -2

既存ストックの
有効活用の推進

D

既存ストックの
有効活用の実現

1 -4

効率的、効果的
な

交流空間の形成 4 -1

国

管

・既存施設の改修・再利用数

・指定管理者制度導入施設数

・みなとまちづくり実施港湾数

・みなとオアシス認定港湾数

・海やみなとに関する情報提供

・既存施設を活用したイベント

への参加人数

・既存ストックを活用した交流

施設の年間利用率

・○千人／年以上が来訪する

港湾関連施設数<博物館や交

流施設も含む>

・港湾関連施設を活用したイベ

ント回数

・各種広報メディア取扱数

・海やみなとの活動に市民が

参加できる機会

・○千人／年以上が来訪する

緑地数

・都市部における水と緑の公的

空間確保量

3 -1

港湾緑地の整備

E

国

管
港湾緑地の供用

・港湾空間の緑化率

・港湾緑地面積

・水際線の開放延長（率）

1 -5

【凡例1】

・図中の□の下は指標例

（※赤字・・・今回採用する指標

　　青字・・・政策チェックアップ指標

　　黒字・・・その他の指標）

国民への説明責任、行政の透明性などに

資する重要なアウトカム／アウトプット・・・

行政の効率化に資する重要なアウトカム／

アウトプット
・・・
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4-1）安全・安心なサービスの提供

【【追加指標追加指標--11】】 港湾における緊急物資供給可能人口カバー率港湾における緊急物資供給可能人口カバー率

【指標の概要】 耐震強化岸壁を整備することにより、災害時の緊急物資等の輸送が可能になる。災害
時に緊急物資等を輸送することにより、災害時における国民の暮らしや産業活動が維持され、安全で安
心な地域づくりが可能になることから、港湾における緊急物資供給可能人口カバー率を、安全・安心な
サービスが提供されているかどうかの代表指標とする。

データソース

港湾別集計単位

○○港： 50%(H16) → 60%（H17)目標設定イメージ

港湾における緊急物資供給可能人口カバー率

（＝港湾における緊急物資供給可能人口／港湾が担うべき緊急物資供給対象人口）
指標の定義

事務所の管理データ

災害時における国民の暮らし
や産業活動の維持

災害時等の
緊急物資等の輸送

安全で安心な地域づくり

安全・安心なサービスが
提供されているか？

■対象指標のアウトカムフロー

災害時等に緊急物資等の輸
送が可能なのか？

港湾における緊急物資港湾における緊急物資
供給可能人口ｶﾊﾞｰ率供給可能人口ｶﾊﾞｰ率

安全分野

6

◆海溝沿いの主な地震の今後30年以内の発生確率（20％以上のみ掲載）

◆緊急物資輸送に対応した
耐震強化岸壁と防災拠点

【出典】
中央防災会議・地震調査研究推進本部
の資料を加工して作成

～参考～
【 今後３０年間で遭遇する確率】
（地震調査委員会事務局の資料から）

○交通事故で死亡…約 ０．２％
○交通事故でけが…約 ２０％

○火災で死傷…約０．２％
○火災に被災…約 ２％

根室沖（Ｍ7.9程度）

30 ～40％

三陸沖北部

(Ｍ7.1～7.6)90％

南関東
(Ｍ6.7～7.2程度）

70％

東海
（Ｍ8.0程度）

86％

東南海
（Ｍ8.1前後）

60％

南海（Ｍ8.4前後）

50％

三陸沖～房総沖

・津波型（Ｍ8.2前後）20％

安芸灘～豊後水道
（Ｍ6.7～7.4）

40％ 三陸沖南部海溝寄(Ｍ7.7前後)

70～80％

首都直下型地震による被害想定
（東京都北部地震の場合：夕方１８時・風速15m/s）

○死者 数：約１１，０００人
○経済被害：約１１２兆円

（H17.7.22中央防災会議資料による）

与那国島周辺

（Ｍ7.8程度）30％

茨城県沖（Ｍ6.8程度）

90％
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4-2）環境問題への対応

総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）指定１８港

港湾管理者からの申請に基づいて、

広域的な静脈物流の拠点となる港湾

を国がリサイクルポートとして指定

東京港

神戸港

苫小牧港

北九州港

室蘭港

徳山下松港

八戸港

石狩湾新港

宇部港

三池港 中城湾港

姫路港

三河港

姫川港

酒田港
釜石港

木更津港

川崎港

リサイクルポート指定港リサイクルポート指定港

総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）指定１８港

港湾管理者からの申請に基づいて、

広域的な静脈物流の拠点となる港湾

を国がリサイクルポートとして指定

東京港

神戸港

苫小牧港

北九州港

室蘭港

徳山下松港

八戸港

石狩湾新港

宇部港

三池港 中城湾港

姫路港

三河港

姫川港

酒田港
釜石港

木更津港

川崎港

リサイクルポート指定港リサイクルポート指定港リサイクルポート指定港リサイクルポート指定港

【【追加指標追加指標--22】】 リサイクルポートにおけるリサイクル企業数リサイクルポートにおけるリサイクル企業数

【指標の概要】 リサイクルポートを推進することにより、船舶による循環資源の輸送が増加する。それに
より、モーダルシフトが推進されることになりCO2の排出削減による地球温暖化が防止できるだけでなく、

循環資源を船舶で輸送することにより循環資源の輸送コストが低減し港湾を核とする静脈物流システム
が構築されることにより、循環型社会の構築など環境問題への対応が可能になることから、リサイクル
ポートにおけるリサイクル企業数を、環境問題への対応がなされているかどうかの代表指標とする。

データソース

港湾別集計単位

○○港： 10社(H16) → 15社（H17)目標設定イメージ

リサイクルポートにおけるリサイクル企業数指標の定義

事務所の管理データ

循環型社会の構築

環境問題への対応

環境問題への対応が
なされているか？

■対象指標のアウトカムフロー

港湾を核とする静脈物流
ｼｽﾃﾑが構築されているか？

リサイクルポートにおけるリサイクルポートにおける
リサイクル企業数リサイクル企業数

環境分野

7

◆リサイクルプロジェクトの推進
リサイクルを促進し循環型社会の構築を図るため、循環資源を取り扱

う岸壁等の港湾施設整備を推進するとともに、積替・保管施設等の施設

整備への支援メニューを拡充することにより、臨海部においてリサイク

ルの拠点化を進め、海上静脈物流ネットワークの形成を推進する。

77

他 港

他 港

循環資源

残 渣 等

将来の土地利用
・リサイクル施設
・大規模な緑地

◆リサイクルポートの推進



5

4-3）賑わいのある港湾空間の形成

【【追加指標追加指標--33】】 港湾関連施設を活用したイベント回数港湾関連施設を活用したイベント回数

【指標の概要】 港湾関連施設を活用したイベント等を開催することにより、人々が港湾空間に集い利用
することで効率的かつ効果的な交流空間が形成され、賑わいのある港湾空間が形成されることから、港
湾関連施設を活用したイベント回数を、賑わいのある港湾空間が形成されているかどうかの代表指標と
する。

データソース

港湾別集計単位

○○港： 10回／年(H17) → 15回／年（H18)目標設定イメージ

港湾関連施設を活用したイベント回数指標の定義

事務所の管理データ

賑わいのある
港湾空間の形成

効率的、効果的な
交流空間の形成

賑わいのある港湾空間が
形成されているか？

■対象指標のアウトカムフロー

既存ストックが有効に
活用されているか？

港湾関連施設を活用した港湾関連施設を活用した
イベント回数イベント回数

暮らし分野

8

◆みなと観光交流促進プロジェクトの推進
平成１６年度

みなと観光交流促進プロジェクトガイドライン策定
行動計画を策定する際の基本的な考えを策定

平成１７年度 全国１０港でプロジェクトを実施
（協議会の立ち上げ、行動計画の策定）

○プロジェクトを展開する３つの観点
・みなとの観光交流（イベントの開催等）
・海からのアクセス（クルーズの振興等）
・都市と観光地の施策との連携（周辺観光地と

の連携等）

○スケジュール
網走港

館山港

鳥取港

平良港

新宮港

清水港

八幡浜港

福井港

船川港

名瀬港

網走港

館山港

鳥取港

平良港

新宮港

清水港

八幡浜港

福井港

船川港

名瀬港

網走港

館山港

鳥取港

平良港

新宮港

清水港

八幡浜港

福井港

船川港

名瀬港

プロジェクトを実施する港湾位置図

クルーズの誘致 （横浜港）
～後背都市・観光地との連携～

交通拠点、海・陸からのアクセス機能の向上
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1
大水深ﾀｰﾐﾅﾙ等における寄港船舶の
平均船型

1点：2

2点：3

3点：2

4点：4

5点：0

2.7

1点：0

2点：1

3点：4

4点：3

5点：2

3.6

1点：0

2点：0

3点：1

4点：5

5点：5

4.4

1点：0

2点：0

3点：0

4点：4

5点：7

4.6

△

（１）寄港船舶のデータは総トン数（GT）で取りまとめているため、コンテ

ナ船の場合、TEU換算が必要になるため、各港で換算式を統一する

か、GT単位で統一すべきでは。

（２）貨物量及び船型等のデータは暦年での整理であるため、年度デー

タでの整理は困難。

（３）例えば、航路を誘致すればするほど数値として下がる場合が多々

あるので、当指標として不適当と思われる。

（１）集計単位は、総トン数（GT）で統一する。

（２）当指標の集計時期は、年度ではなく暦年データで統一する。

（３）船型の大型化が期待される基幹航路の船型のみを対象とする。

2
船舶の入出港等に関わる手続きの電
子ﾃﾞｰﾀ利用率

1点：0

2点：4

3点：3

4点：3

5点：1

3.1

1点：0

2点：1

3点：4

4点：3

5点：2

3.6

1点：0

2点：0

3点：1

4点：5

5点：5

4.4

1点：0

2点：0

3点：0

4点：3

5点：8

4.7

○ （１）実際の件数については、取扱会社からのデータ提供が必要。 （１）取扱会社や港湾管理者など関係機関と調整の上、データを取得する。

3
主要ﾀｰﾐﾅﾙにおける船舶の欠航等回
数

1点：0

2点：3

3点：2

4点：4

5点：2

3.5

1点：5

2点：2

3点：2

4点：0

5点：1

2.0

1点：2

2点：2

3点：2

4点：3

5点：2

3.1

1点：0

2点：3

3点：1

4点：4

5点：2

3.5

×
（１）欠航等回数を実測値で把握することは不可能。

（２）欠航・遅延の直接的な影響が防波堤整備によるところであるかの判

断が難しい。

・当指標は、防波堤整備以外にも台風をはじめ様々な要因がありコントロール性が著しく

低いこと、実測値による把握が難しいとの声が多いことなどから、共通指標としては採用

しない。ただし、港によっては分かりやすく必要な指標なので、独自指標の候補とする。

4 目標取扱貨物量の伸び率

1点：0

2点：1

3点：3

4点：4

5点：3

3.8

1点：1

2点：1

3点：3

4点：2

5点：3

3.5

1点：0

2点：0

3点：3

4点：3

5点：5

4.2

1点：0

2点：1

3点：1

4点：1

5点：8

4.5

○
（１）貨物量及び船型等のデータは暦年での整理であるため、年度デー

タでの整理は困難。

（２）評価年度の前年度取扱貨物量実績より指標を定めてはどうか。

（１）当指標の集計時期は、年度ではなく暦年で統一する。

（２）上位計画等の目標取扱貨物量の伸び率で評価するのではなく、前年度の取扱貨物

量からの伸び率で評価する。

◆新たな指標名及び算出式⇒「主要ターミナルにおける取扱貨物量の伸び率＝主要ター

ミナルの取扱貨物量／主要ターミナルの昨年度の取扱貨物量」
　　

5 主要ﾀｰﾐﾅﾙにおける年間貿易額

1点：0

2点：1

3点：2

4点：4

5点：3

3.9

1点：5

2点：2

3点：1

4点：1

5点：0

1.8

1点：2

2点：0

3点：2

4点：4

5点：2

3.4

1点：1

2点：0

3点：1

4点：4

5点：3

4.0

×
（１）ターミナル毎の貿易額のデータ収集は不可能。また、公表する以

上、データの信頼性の観点からも不適当。

・当指標は、税関の港単位の貿易額をターミナルの品目別貨物量などで按分する方法を

考えていたが、その換算等に時間が掛かること、データの信頼性に欠け誤解を招く恐れ

があることなどから、共通指標としては採用しない。ただし、港湾の利用状況を分かりや

すく表すデータなので、港湾全体での貿易額等はバックデータとして収集するなど留意

するものとする。

6 港湾広報活動への年間参加人数

1点：0

2点：1

3点：3

4点：4

5点：3

3.8

1点：0

2点：0

3点：0

4点：4

5点：6

4.6

1点：0

2点：0

3点：4

4点：2

5点：5

4.1

1点：1

2点：0

3点：3

4点：1

5点：6

4.0

○ ・特に意見なし －

7 事業計画の達成度

1点：0

2点：1

3点：3

4点：3

5点：4

3.9

1点：0

2点：0

3点：1

4点：2

5点：7

4.6

1点：0

2点：0

3点：2

4点：2

5点：7

4.5

1点：0

2点：1

3点：2

4点：1

5点：7

4.3

○ ・特に意見なし －

8 工事コスト縮減率

1点：0

2点：1

3点：2

4点：1

5点：7

4.3

1点：0

2点：0

3点：2

4点：2

5点：6

4.4

1点：0

2点：0

3点：4

4点：3

5点：4

4.0

1点：0

2点：1

3点：7

4点：1

5点：2

3.4

○ ・特に意見なし －

※各共通指標について、①～④の各項目に１（最も悪い）～５（最も良い）の５点満点で点数を付けた。

対応案主な意見③継続性 ④客観性

総
合
評
価

番
号

指　標　（案）
①分かり
やすさ

②データ収
集性

5) 試行事務所による共通指標（物流分野）への意見と対応案

【凡例】
　1点：○○
　2点：○○
　3点：○○　　　　事務所数
　　　・
　　　・

　　3.2　　　⇒　平均点
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6）共通指標（案）の選定

（５）賑わいのある港湾空間の形成

【指標-6】港湾関連施設を活用したイベント回数

（４）環境問題への対応

【指標-5】リサイクルポートにおけるリサイクル企業数

（４）透明性の高い行政の実現

【指標-7】港湾広報活動への年間参加人数

【指標-8】事業計画の達成度

【指標-9】工事コスト縮減率

（１）効率的・効果的な行政への対応

Ｂ．より効率的な行政への対応Ｂ．より効率的な行政への対応

【指標-4】主要ターミナルにおける取扱貨物量の伸び率

（３）効率的な投資・効果的な港湾の利用の実現

【指標-3】港湾における緊急物資供給可能人口カバー率

（２）安全・安心なサービスの提供

【指標-1】大水深ﾀｰﾐﾅﾙ等における寄港船舶の平均船型

【指標-2】船舶の入出港等に関わる手続きの電子ﾃﾞｰﾀ利用率

（１）安くて・速いサービスの提供

Ａ．国民への説明責任・成果主義などへの対応Ａ．国民への説明責任・成果主義などへの対応

◆共通指標（案）の一覧

「安全」分野の指標を追加「安全」分野の指標を追加

【【追加指標追加指標--11】】港湾における緊急物資供給可能人口カバー率港湾における緊急物資供給可能人口カバー率

（２）安全・安心なサービスの提供

【【追加指標追加指標--22】】リサイクルポートにおけるリサイクル企業数リサイクルポートにおけるリサイクル企業数

（４）環境問題への対応

【【追加指標追加指標--33】】港湾関連施設を活用したイベント回数港湾関連施設を活用したイベント回数

（５）賑わいのある港湾空間の形成

「環境」、「暮らし」分野の指標を追加「環境」、「暮らし」分野の指標を追加

910

【不採用指標-1】主要ターミナルにおける船舶の欠航等回数

（３）効率的な投資・効果的な港湾の利用の実現

【不採用指標-2】主要ターミナルにおける年間貿易額

（２）安全・安心なサービスの提供

試行結果を踏まえ、以下の試行結果を踏まえ、以下の
２指標については不採用２指標については不採用


